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１．総論 

【総括判断】「県内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、 

経済活動が抑制されるなか、足下で急速に下押しされて 

おり、極めて厳しい状況にある」 

項 目 前回（2年1月判断） 今回（2年4月判断） 
前回 
比較 

総括判断 
一部に弱い動きがみられるもの
の、緩やかに回復しつつある 

新型コロナウイルス感染症の影響
により、経済活動が抑制されるな
か、足下で急速に下押しされてお
り、極めて厳しい状況にある 

 

（注）2年4月判断は、前回1月判断以降、4月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響により、弱含んでいる。生産活動は、一進一退の状況に

あったが、新型コロナウイルス感染症の影響により、足下で減産の動きが広がっている。また、雇用情勢

は、改善の動きに一服感がみられる。 

 

【各項目の判断】 

項 目 前回（2年1月判断） 今回（2年4月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
一部に弱い動きがみられるものの、持ち直し
ている 

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱
含んでいる  

生産活動 一進一退の状況にある 
一進一退の状況にあったが、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、足下で減産の動き
が広がっている  

雇用情勢 改善している 改善の動きに一服感がみられる 
 

設備投資 元年度は減少見込みとなっている 元年度は減少見込みとなっている 
 

企業収益 元年度は減益見込みとなっている 元年度は減益見込みとなっている 
 

企業の 

景況感 
「下降」超となっている 「下降」超となっている 

 

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている 
 

公共事業 前年を上回っている 前年を下回っている 
 

【先行き】 

先行きについては、感染症の影響による極めて厳しい状況が続く見込みであり、さらなる下振れリスク

にも十分注意する必要がある。 

 

２．各論 
 個人消費 「新型コロナウイルス感染症の影響により、弱含んでいる」 

百貨店・スーパー販売額、コンビニエンスストア販売額、ドラッグストア販売額及びホームセンター販

売額は前年を上回っている。乗用車販売は小型車が前年を上回っているものの、普通車、軽乗用車は前年



を下回っているほか、家電大型専門店販売額も前年を下回っている。全体としては、新型コロナウイルス
感染症の影響により、弱含んでいる。 

 

（主なヒアリング結果） 

➢ 化粧品、宝飾品は消費税率引上げに伴う低迷から回復しつつあったところ、2月中旬からの新型コロナウイルス感染症の

影響により悪化している。（百貨店） 

➢ 2 月後半から学校の一斉休校に伴い、客数が増加し食料品を中心に売上増となった。飲食・宿泊業など当社以外の業種の

不振による消費の冷え込みを懸念している。（スーパー） 

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響が出始め、来店客数が大きく減少している。これに伴い、受注件数は前年の約7割程度

にとどまっている。（自動車販売店） 

 生産活動 「一進一退の状況にあったが、新型コロナウイルス感染症の影響により、足下で減産の
動きが広がっている」 

生産活動は、化学が減少しているものの、輸送機械、食料品、汎用・生産用・業務用機械は増加してい

る。一進一退の状況にあったが、新型コロナウイルス感染症の影響により、足下で減産の動きが広がって
いる。 

➢ 1月、2月は好調な車種もあり良かったものの、3月があまり振るわなかった。新型コロナウイルス感染症の売上等への影

響は不明である。（輸送機械） 

➢ 米中貿易摩擦による減少に加え、新型コロナウイルス感染症の影響により、国内・海外向けを問わず、受注は前年比▲50％

程度まで減少している。（生産用機械） 

 

 雇用情勢 「改善の動きに一服感がみられる」 

雇用情勢は、有効求人倍率が堅調に推移しているものの、改善の動きに一服感がみられる。 

➢ 現場のパート、アルバイトは時間帯、場所によって非常に採りにくい状況は続いている。既に定年延長等や技能実習生の

活用など対策をとっているが、今後も強化したい。なお、在留資格更新のための一時帰国が新型コロナウイルス感染症の影

響で滞っている。（スーパー） 

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響による受注減が続くと派遣社員やパートの契約を見直す必要が生じてくる。（建設） 

 設備投資 「元年度は減少見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」2年1-3月期 
○ 製造業では前年比▲29.3％の減少見込み、非製造業では同▲3.1％の減少見込みとなっており、全規模・全
産業では同▲20.1％の減少見込みとなっている。 

 企業収益 「元年度は減益見込みとなっている」（全規模）「法人企業景気予測調査」2年1-3月期 
○ 製造業では前年比▲17.1％の減益見込み、非製造業では同1.6％の増益見込みとなっており、全規模では同
▲5.3％の減益見込みとなっている。 

 企業の景況感 「『下降』超となっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」2年1-3月期 
○ 企業の景況判断ＢＳＩは、全規模・全産業では前四半期（元年10－12月期）に比べ、「下降」超幅が拡大し
ている。規模別にみると、大企業は均衡しており、中堅企業は「下降」超幅が縮小し、中小企業は「下降」超
幅が拡大している。先行きは、全規模・全産業で「下降」超幅が縮小する見通しとなっている。 

 

 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数でみると、分譲住宅は前年を上回っているものの、持家、貸家は前年を下回っているこ

とから、全体では前年を下回っている。 

➢ 1-3月の業況は悪い。要因としては昨年末以降、消費税率引上げや台風19号の影響により、展示場への来場者数が大幅に

減少していた。年明け以降は、新型コロナウイルス感染症の影響が加わっている。（建設） 

 

 公共事業 「前年を下回っている」 

○ 前払金保証請負金額でみると、県は前年を上回っているものの、国、市町村は前年を下回っていることか
ら、全体では前年を下回っている。 
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１．個人消費

[グラフ１]

[経済産業省]
[グラフ２]

[日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会]

[グラフ３]

[総務省]

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱含んでいる

31年

1-3月
4-6月

元年

7-9月
10-12月

元年

8月
9月 10月 11月 12月

2年

1月
2月

消費支出額 797 795 800 819 253 294 274 249 297 290 255

前年増減率 ▲ 1.0 4.9 0.3 ▲ 1.2 1.9 8.1 7.2 ▲ 5.0 ▲ 5.0 9.8 ▲ 2.3

▲ 20

▲ 10
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（％）（千円） 家計消費支出（前橋市・二人以上の世帯）

31年

4-6月

元年

7-9月
10-12月

2年

1-3月

元年

9月
10月 11月 12月

2年

1月
2月 3月

普通車 4.5 7.3 ▲ 22.9 ▲ 12.4 8.8 ▲ 36.5 ▲ 17.8 ▲ 13.4 ▲ 6.9 ▲ 16.0 ▲ 13.1

小型車 ▲ 5.4 1.0 ▲ 22.3 2.3 6.0 ▲ 34.0 ▲ 13.3 ▲ 19.6 ▲ 4.3 ▲ 2.1 10.5

軽乗用車 5.3 10.5 ▲ 17.6 ▲ 6.1 14.7 ▲ 25.1 ▲ 9.3 ▲ 18.3 ▲ 7.3 ▲ 1.0 ▲ 9.1

合計 1.8 6.6 ▲ 20.9 ▲ 5.9 10.1 ▲ 31.7 ▲ 13.5 ▲ 16.9 ▲ 6.3 ▲ 6.7 ▲ 5.1

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0
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20

（％） 乗用車新車登録届出台数（前年増減率）

31年

1-3月
4-6月

元年

7-9月
10-12月

元年

8月
9月 10月 11月 12月

2年

1月
2月

前年増減率（全店） 1.3 ▲ 0.4 2.2 0.3 3.1 7.9 ▲ 2.4 2.7 0.5 1.0 8.3

前年増減率（既存店） ▲ 0.4 ▲ 1.5 ▲ 0.7 ▲ 2.6 ▲ 0.3 4.3 ▲ 5.3 ▲ 0.1 ▲ 2.4 ▲ 1.6 4.6

▲ 7.0

▲ 5.0

▲ 3.0

▲ 1.0

1.0

3.0

5.0

7.0

9.0

（％） 百貨店・スーパー販売額
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２．生産活動

[グラフ４]

[群馬県]
[グラフ５]

[群馬県]

　 一進一退の状況にあったが、新型コロナウイルス感染症の影響に
より、足下で減産の動きが広がっている

31年

1-3月
4-6月

元年

7-9月
10-12月

元年

8月
9月 10月 11月 12月

2年

1月
2月

生産 94.8 99.8 102.6 103.5 101.7 100.3 88.9 103.6 117.9 101.9 98.2

出荷 93.6 100.3 101.2 95.2 101.1 99.2 87.8 100.9 96.9 101.0 97.3

在庫 92.0 86.0 94.5 122.9 91.9 102.2 104.9 104.7 159.2 120.7 104.8
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（指数） 平成27年=100

生産・出荷・在庫指数（季節調整済）

31年

1-3月
4-6月

元年

7-9月
10-12月

元年

8月
9月 10月 11月 12月

2年

1月
2月

輸送機械 79.1 98.6 98.9 93.5 95.2 95.2 78.4 103.4 98.8 98.4 97.7

食料品 103.0 102.7 105.4 102.0 105.8 104.6 103.9 101.2 100.8 105.5 102.3

化学 127.9 121.5 133.2 177.4 132.8 128.0 122.8 135.0 274.4 127.0 125.6

汎用・生産用

・業務用機械
94.4 73.2 83.2 74.2 91.9 75.2 54.1 89.7 78.8 91.5 62.4
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業種別生産指数（季節調整済）
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３．雇用情勢

[グラフ６]

[厚生労働省]

改善の動きに一服感がみられる

31年

3月
4月

元年

5月
6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2年

1月
2月

新規求人数 13,380 12,835 14,683 13,844 13,168 15,251 13,579 13,395 13,744 15,447 11,012 12,515

有効求人倍率 1.74 1.72 1.73 1.72 1.70 1.67 1.66 1.66 1.60 1.64 1.52 1.52

新規求人倍率 2.30 2.17 2.35 2.23 2.09 2.45 2.22 2.17 2.24 2.45 1.76 2.09
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（倍）
有効求人倍率・新規求人倍率・新規求人数（季節調整値）

（人）
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４．設備投資

[グラフ７]

[前橋財務事務所（法人企業景気予測調査）]

５．企業収益

[グラフ８]

[前橋財務事務所（法人企業景気予測調査）]

６．企業の景況感

[グラフ９]

[前橋財務事務所（法人企業景気予測調査）]

元年度は減少見込みとなっている

元年度は減益見込みとなっている

「下降」超となっている

31年

1-3月
4-6月

元年

7-9月
10-12月

2年

1-3月
4-6月 7-9月

全産業 ▲ 6.2 ▲ 6.8 ▲ 9.4 ▲ 20.0 ▲ 26.2 ▲ 11.9 ▲ 0.8

大企業 18.2 6.9 16.7 ▲ 10.0 0.0 ▲ 20.7 10.3

中堅企業 ▲ 12.5 ▲ 7.4 ▲ 7.1 ▲ 33.3 ▲ 29.2 ▲ 25.0 ▲ 4.2

中小企業 ▲ 13.6 ▲ 11.7 ▲ 20.0 ▲ 19.7 ▲ 35.6 ▲ 4.1 ▲ 4.1

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0
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（％ポイント）
景況判断ＢＳＩ

（前期比「上昇」－「下降」社数構成比）

上
昇
超

下
降
超

見通し
現状

元年度

（前年同期比増減率）

全産業 ▲ 5.3

製造業 ▲ 17.1

非製造業 1.6

▲ 20

▲ 10

0

（％） 経常利益（業種別）

元年度

（前年同期比増減率）

大企業 ▲ 4.2

中堅企業 ▲ 10.4

中小企業 ▲ 20.1

▲ 25

▲ 15

▲ 5

5

（％） 経常利益（規模別）

元年度

（前年同期比増減率）

全産業 ▲ 20.1

製造業 ▲ 29.3

非製造業 ▲ 3.1

▲ 35

▲ 25

▲ 15

▲ 5

5

（％） 設備投資計画額（業種別）

元年度

（前年同期比増減率）

大企業 ▲ 23.5

中堅企業 1.3

中小企業 5.2

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0
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（％） 設備投資計画額（規模別）
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７．住宅建設

[グラフ１０]

（注）合計には給与住宅を含んでいる。 [国土交通省]

８．公共事業

[グラフ１１]

（注）四捨五入の関係上、各発注者の総和は計に一致しない場合がある。 [東日本建設業保証株式会社ほか]

前年を下回っている

前年を下回っている

31年

1-3月
4-6月

元年

7-9月
10-12月

元年

8月
9月 10月 11月 12月

2年

1月
2月

持家 9.4 8.2 ▲ 3.0 ▲ 3.3 ▲ 5.7 0.7 4.1 1.5 ▲ 16.2 ▲ 25.5 ▲ 21.7

分譲 ▲ 12.9 ▲ 6.4 7.1 13.5 13.6 10.2 35.5 ▲ 7.2 18.9 45.7 ▲ 18.8

貸家 ▲ 9.2 ▲ 39.5 ▲ 28.0 ▲ 29.9 ▲ 31.6 ▲ 25.0 ▲ 30.7 ▲ 4.4 ▲ 57.7 ▲ 4.3 ▲ 50.4

合計 ▲ 0.1 ▲ 10.2 ▲ 8.3 ▲ 9.3 ▲ 8.7 ▲ 5.6 ▲ 3.5 ▲ 2.6 ▲ 23.4 ▲ 5.5 ▲ 30.5

▲ 60
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（％） 新設住宅着工戸数（前年増減率）

戸

31年

4-6月

元年

7-9月
10-12月

2年

1-3月

元年

9月
10月 11月 12月

2年

1月
2月 3月

県 ▲ 7.7 30.6 27.6 18.9 13.1 17.1 29.4 53.2 48.0 38.1 9.8

国 ▲ 19.4 518.8 128.3 ▲ 57.9 15.8 32.1 211.5 1,900.4 ▲ 39.0 ▲ 95.8 97.6

市町村 25.8 2.7 ▲ 18.0 ▲ 31.2 ▲ 12.1 ▲ 27.6 ▲ 18.7 10.3 133.7 ▲ 64.1 ▲ 17.3

合計 12.0 48.2 9.4 ▲ 17.3 0.9 ▲ 3.9 19.1 34.2 13.6 ▲ 57.7 14.2

▲ 110

▲ 30

50

130

210

（％）
公共工事の前払金保証請負金額（前年増減率）
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９．企業倒産

[グラフ１２]

（注）調査対象：負債総額１，０００万円以上 [㈱東京商工リサーチ前橋支店]

[グラフ１３]

（注）調査対象：負債総額１，０００万円以上 [㈱東京商工リサーチ前橋支店]

倒産件数は前年を上回っている

31年

4月

元年

5月
6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2年

1月
2月 3月

件数 10 11 9 7 3 3 7 5 5 9 7 6

前年増減率 66.7 22.2 ▲ 40.0 40.0 ▲ 76.9 ▲ 72.7 0.0 25.0 ▲ 44.4 12.5 16.7 ▲ 14.3

▲ 120

▲ 70
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（％）（件数） 倒産件数

31年

4月

元年

5月
6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2年

1月
2月 3月

負債額 904 2,389 1,853 1,413 353 112 1,153 1,341 655 521 717 879

前年増減率 ▲ 49.3 150.7 50.5 110.6 ▲ 79.4 ▲ 91.2 ▲ 1.3 117.3 ▲ 9.9 ▲ 54.6 ▲ 1.1 79.8

▲ 300

▲ 100
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（％）（百万円） 負債額
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